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４　施策の評価

　○　事中評価

(1)

(2)

(3)

　○　事後評価

(4)

所属 水道事業部上水道課 職名 課長 氏名 熊井孝浩

所属 水道事業部下水道課 職名 課長 氏名 保科正明

所属 水道事業部 職名 部長 氏名 島　徹評価者

役割分担の妥当性
・災害時等のライフライン確保の取組を行う。
・「公共下水道雨水幹線整備事業」「下水道施設耐震化推進事業」は他事業との調整や計画的な事業取り組みが必要である。ま
た、施設整備に多額の費用を必要とすることから県を通じて国庫補助金の確保を図る。

施策指標の分析
・目標を上回る延長の配水管改良が行われ、耐震化が図られた。
・下水道施設耐震化推進事業の管路施設及び処理施設については、補助事業の追加内示に積極的に応じ、事業の進捗に努め
た。

作成者

作成者

評価視点 評価コメント

事業構成の適正性
・管路耐震化計画に基づく配水管の更新による耐震化の推進。
・浸水被害地の解消や、地震時などによる被災に対する安全度を高めるために、施設の耐震化及びバックアップ対策を図る。

事業の重点化

・配水施設整備事業の配水管の耐震化を推進する。
・平成29年度は、ゲリラ豪雨などにより浸水被害を受けている区域の快適な市街地を創出するため、「田川左岸4号雨水幹線」
の実施設計に着手し、「田川左岸3-1号雨水幹線」については国土交通省の国道19号拡幅工事と調整を図り工事を計画的に推
進する。
・災害時に下水道が最低限有すべき機能を確保するために、管路施設の耐震化工事、処理施設の調査設計の重点化を図る。

下水道施設耐震化推進事業　※ 下水道課 44,000 32,348 107,379 ◎ 拡充 拡大 ①

配水施設整備事業　※ 上水道課 79,930 82,014 120,946 ◎ 拡充 拡大 ①

- - -

送水施設整備事業　※ 上水道課 3,240 43,200 0 ×

基幹施設耐震化推進事業　※ 上水道課 0 0 0 -

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

①

取り組み⑤ 住宅等の耐震化の促進及びライフライン等の耐震化の推進

手段
耐震化が進んでいない住宅の所有者に対して耐震補強工事の実施を促すとともに、補助金交付などを行います。また、上下水道施設の耐震化の整
備を推進します。

番号
施策を構成する事務事業名

　※公営企業会計事業
担当課

事業費
重点化

公共下水道雨水幹線整備事業　※ 下水道課 7,000 37,893 26,428 拡充 拡大

方向性

番号
施策を構成する事務事業名

　※公営企業会計事業
担当課

事業費
重点化

方向性

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

その他
成果

取り組み④ 自然災害対策の推進

手段
気候変動に起因する自然災害に対応するため、危険箇所や想定被害の把握に努めるともに、水害対策や河川の整備、砂防や急傾斜地、雨水排水
施設の整備などの適切な対策を講じていきます。

44.5 52.0

市民
消防・救命救急活動が迅速かつ適切に行われていると感じる市民
の割合

- 57.6 50.7 46.4 56.4 59.0

市民
地域において自主防災組織の活動が活発に行われていると感じる
市民の割合

- 50.9 40.7 44.4

100 100.0

統計 消防団員の充足率 - 99.0 100.0 100.0 100 100.0

統計 デジタル移動系防災行政無線の整備率 - 0.0 100.0 100.0

統計 防災訓練実施件数 - 36 34 30 24 66

統計 地区避難所運営マニュアルの策定数 - 1 1 2 3 10

基本戦略 危機管理の強化と社会基盤の最適活用

重点プロジェクト 防災・減災の推進

施策 防災体制・防災活動拠点の強化

目的
市が保有する施設や設備の耐震化、雪害や地震に備えた都市インフラの防災・減災対策、市民の自主防災活動の支援等を通じて、火事などの人災
の発生抑制と自然災害発生時の被害の最小化に努めます。

指標
単
位

基準値 達成値 目標値

H25 H26 H27 H28 H29 H29



平成２９年度　事務事業評価シート

○実施計画

奈良井川右岸3-1号 奈良井川右岸3-1号 田川左岸４号

（繰越分）工事、補償　50,513千円 田川左岸3-1号

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 水道事業部下水道課 職名 担当係長 氏名 宮本　貴章 連絡先（内線）

部課等 水道事業部下水道課 職名 課長 氏名 保科　正明 連絡先（内線）最終評価者 1230

成果
田川左岸４号雨水幹線の放流口から野村桔梗ヶ原土地区画整理エリアまでの実施設計が完了し、次年度からの工事着手が
可能となった。

課題 野村桔梗ヶ原土地区画整理の事業スケジュールと調整を図りながら、雨水幹線の整備を行う必要がある。

作成担当者 1234

第2次評価コメント -

区分 年間（4月～3月）

取組内容
野村桔梗ヶ原土地区画整理計画エリアを中心とした広丘野村地区の雨水排除のため、田川左岸４号雨水幹線の実施設計を
実施した。

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新た

に生じた問題等
なし

新年度の予算要求
事項

（改革・改善案）

田川左岸3-1号雨水幹線工事は国道１９号九里巾交差点改良工事と同時施工予定である。国が平成30年度に九
里巾交差点改良工事を実施する予定であるため、同時施工ができるよう、社会資本整備総合交付金の要望をお
こなっていく。

第1次評価コメント 要求どおり

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

C
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

縮小 ⑥
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

やや
高い

高い 低い

3 4 1 2 ③ 4

高い

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ② ①　レ

1 2 ③ 4 1 ② 現状維持 ③ ⑤

低い
やや
低い

2田川左岸４号整備率（％） 0 2

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

奈良井川右岸３-１号整備率（％） 0 16 11 0 73 100

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

決算額 （千円） 26,428

10,800 37,893 26,428

0

特定 一般 026,428

財源

決算額 （千円） 10,800 決算額 （千円）

37,893 一般

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次）

特定 10,800 一般 0 特定

37,893

0

平成29年度（3年次）
○奈良井川右岸3-1号
　○実施設計
　　□1200　Ｌ＝120ｍ

○奈良井川右岸３-１号
　○雨水幹線工事
　　□1200　Ｌ＝120ｍ
　○雨水附帯工及び支障物件補償

○田川左岸４号
　○実施設計
 ○田川左岸3-1号
 　○雨水幹線工事
 　　□1200　Ｌ＝200ｍ
 　○雨水附帯工及び支障物件補償

奈良井川右岸3-1号、田川左岸4号及び田川左岸3-1号雨水幹線工事を計画的に行
う。

新/継 継続

意図：
局地的なゲリラ豪雨などにより浸水被害を受けている区域の安全で快適な市街地の
創出を図る

区分 ハード

事務事業名 公共下水道雨水幹線整備事業　※公営企業会計 担当課 下水道課

概要

対象： 市民 体系 Ｂ-6-1-4

手段：



平成２９年度　事務事業評価シート

○実施計画

 

　

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 水道事業部上水道課 職名 課長補佐 氏名 山岸　克幸 連絡先（内線）

部課等 水道事業部上水道課 職名 課長 氏名 熊井　孝浩 連絡先（内線）

事務事業名 配水施設整備事業　※公営企業会計 担当課 上水道課

概要

対象： 上水道を使用する市民 体系 B-6-1-5

手段：

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○配水管改良 ○配水管改良 ○配水管改良

石綿・ビニール管の配水管は耐震性が低いため、配水管の新設・改良を行う。 新/継 継続

意図： 水道水の安定供給を図る。 区分 ハード

実績値
（事後評価）

目標値

　

特定 79,930 一般 0 特定

82,014 決算額 （千円） 120,946

配水管改良 71,398 配水管改良 81,722 配水管改良 120,946

決算額 （千円） 79,930 決算額 （千円）

 

　

都市計画事業関連 4,752 下水道関連事業 ( 繰越分）配水管改良　　　　　　　42,314千円

（繰越分）配水管改良　　　　34,471千円

82,014 一般 0 特定 120,946 一般 0

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

財源

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

設計委託 3,780

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

292

 

1200 200 2418 1200配水管改良延長(m) 1628.2 1700 1713 930 1277

評価視点 今後の方向性

1 ② 3 4 1 ② 3

妥当性 有効性

4 4 現状維持 ③ ⑤

④ ② ①　レ効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

1 2 ③

縮小 ⑥　
やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新た

に生じた問題等
避難所等への重要施設に接続する配水管について、耐震化の進捗を図ることが必要。

新年度の予算要求
事項

（改革・改善案）
土地区画整理事業等、他事業に伴う配水管布設のため、多額の事業費確保が必要。

第1次評価コメント 広丘東通線（高出地区）については、都市計画道路整備事業の進捗状況に合わせて実施すること。

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ｃ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

最終評価者 1220

成果
配水管L=2,418ｍが改良され、耐震性の向上が図られた。

課題
漏水や破裂事故を防止するため、主要管路や重要拠点施設等に接続する配水管を計画的に耐震管に更新する必要がある。

作成担当者 1216

第2次評価コメント -

区分 年間（4月～3月）

取組内容
漏水や破裂等の危険性があるビニール管等を耐震性のある管に改良を行った。
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○実施計画

計 決算額 計 決算額 計

管路施設　調査・設計 管路施設　調査・設計 管路施設　耐震化工事

処理施設　調査・設計 処理施設　調査・設計 管路施設　調査・設計

処理施設　調査・設計

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 水道事業部下水道課 職名 担当係長 氏名 宮本　貴章 連絡先（内線）

部課等 水道事業部下水道課 職名 課長 氏名 保科　正明 連絡先（内線）

（繰越分）管路耐震工事　32,940千円

最終評価者 1230

成果
計画的に幹線管路、避難所等からの汚水を受ける管路の耐震化工事を計画的に進めることにより、耐震性能の向上を図るこ
とができた。

課題 社会資本整備総合交付金の内示の状況により、事業の進捗が大きく左右されてしまう。

作成担当者 1234

第2次評価コメント 要求どおり

区分 年間（4月～3月）

取組内容
管路施設耐震化工事（管口可とう化）が竣工し、２９１箇所の管口耐震化が完了した。処理場については、繰越となっていた実
施設計が完了した。

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新た

に生じた問題等

処理場の継手等の耐震化について、当初は平成30～31年度の債務負担による2箇年で実施する計画であった
が、平成30年度補助事業の債務負担の対象外になると県から指導あった。

新年度の予算要求
事項

（改革・改善案）

処理場の工事について、不明水の少ない時期に施工するため2箇年としていたが、施工時期を1箇月前倒しすれ
ば施工が可能になるとの実施設計の委託先から回答があったため1年での施工としたい。また、2箇年の分割発
注では、諸経費が割高になるため工事期間を1年に短縮とすることで経費の削減を図りたい。

第1次評価コメント マンホールトイレの設置については、計画的配備がされるよう消防防災課及び施設担当課と調整を図ること。

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

C
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

⑥　

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

低い
やや
高い

拡充 ④ ② ①　レ

1 ② 3 4 1 ② 3 4 4 現状維持 ③ ⑤1 2 ③

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

61

処理施設耐震化工事進捗率（％） 3 6 6 6 6 15 17 17 25

管路施設耐震化工事進捗率（％） 0 0 9 9 9 33 33 61

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

財源

決算額

目標値目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

特定 9,960 一般 0 特定 32,348 一般 0 特定 107,379 一般 0

（千円） 107,379

0 32,348 105,905

（千円） 9,960

（繰越分）処理施設 調査・設計　12,360千円

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）
管路施設
○調査・設計(耐震診断含む)1.0式
処理施設
○調査・設計(耐震診断・詳細設計含む)1.0
式

管路施設
 ○可とう性継手設置
 ○マンホール浮上防止
○調査・設計（耐震診断含む）1.0式
処理施設
 ○調査・設計(耐震診断・詳細設計含む)1.0式

管路施設
○可とう性継手設置
 ○マンホール浮上防止
処理施設
 ○調査・設計（耐震診断・詳細設計含む）1.0式
 ○耐震診断・詳細設計・耐震補強　1.0式
 ○可とう性継手設置　　9ヶ所
 その他施設
 ○マンホールトイレ９基　○仮設ポンプ８台
 ○防災倉庫１棟

災害時の緊急輸送路および下水道が最低限有すべき機能を確保するための地震対策計画を
策定し、下水道施設の耐震化を行う。

新/継 継続

意図：
下水道処理施設および緊急輸送路における下水道施設の耐震化を図り、地震等による災害リ
スクを低減するための事業である。

区分 ハード

0 1,474

（繰越分）管路耐震工事　87,517千円 0

9,960

（千円） 32,348

事務事業名 下水道施設耐震化推進事業　※公営企業会計 担当課 下水道課

概要

対象： 下水道を使用する市民 体系 B-6-1-5

手段：
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１　施策の位置付け

B

6

2

２　施策の指標における成果

箇所

％

ｍ

施設

％

％

％

g/人日

t/年

％

戸

３　施策を構成する事務事業の評価（取り組み別）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

休廃止 皆減 ⑦

三才山沢配水池施設整備事業　※ 上水道課 69,660 1,598 × 休廃止 皆減 ⑦

マンホールポンプ場改修事業（農業集落排水事業）　※ 下水道課 7,803 9,535 7,296 - - - -

下水道ストックマネジメント計画事業
 塩尻市浄化センター第2期長寿命化事業　※

下水道課 0 0 - - -

生活排水処理場効率化推進事業　※ 下水道課 0 0 -

- - -

- - -

維持 ⑤

衛生センター長寿命化事業 下水道課 19,948 21,762 - -

下水道基本構想策定事業　※ 下水道課 0 - - - -

合併処理浄化槽設置事業 下水道課 3,935 3,039 0 維持

- - -

マンホールポンプ場改修事業（公共下水道事業）　※ 下水道課 21,750 20,369 22,840 - -

排水処理施設改修事業　※ 下水道課 20,644 20,813 18,287 -

- -

終末処理施設改修事業　※ 下水道課 43,882 70,208 66,790 拡充 拡大 ①

公共下水道汚水管路整備事業　※ 下水道課 31,910 96,092 77,577 拡充 縮小 ④

維持 縮小 ③

下水道長寿命化事業（管路施設長寿命化第２期）　※ 下水道課 6,992 8,659 57,910 ○ 維持

小野特環公共下水道長寿命化事業　※ 下水道課 11,664 38,386

維持 ⑤

塩尻市浄化センター第1期長寿命化事業　※ 下水道課 264,870 217,000 246,100 ◎ 維持 縮小 ③

簡易水道事業の水道事業への統合 経営管理課 5,100 5,900

休廃止 皆減 ⑦

水道ビジョンフォローアップ事業　※ 上水道課 15,020 - -

鉛製給水管解消事業　※ 上水道課 109,864 126,589 63,083 ×

- -

吉田地区配水施設整備事業　※ 上水道課 69,581 831,856 ×

浄水施設改修事業　※ 上水道課 15,000 17,280 - - - -

浄水施設整備事業　※ 上水道課 38,418 22,766 66,598 ◎ 拡充 縮小 ④

東山水系水道システム再構築事業　※ 上水道課 43,296 77,911 59,216 ○ 維持 縮小 ③

片丘浄水場移設更新事業　※ 上水道課 121,600 - - - -

手段
水道水の安定供給や不断の下水処理を行うため、施設の適正な維持管理、計画的な改築・更新を推進します。加えて、上水道事業では、小規模施設な
どの統廃合、水道システムの再構築による最適化、簡易水道事業の統合等を進めます。下水道事業では、処理施設や管路施設の長寿命化、下水道基
本構想の策定などを進めます。

番号
施策を構成する事務事業名

　※公営企業会計事業
担当課

事業費
重点化

方向性

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

14 18

その他
成果

取り組み② 上・下水道施設の機能維持と増進による水道水の安定供給と不断の下水処理

統計 優良建築物等整備事業による集合住宅整備戸数 - 0 0 14

7161 6,420

統計 塩尻駅北地区の区画整理事業の進捗度 - 0.0 2.7 3.8 12.6 7.4

統計 事業系もえるごみ量 6,927 - 7,040 7,052

57.6 55.0

統計 家庭系もえるごみ量（市民1人1日当たり） 345 - 337 329 324 340

市民 ごみ処理のための施設が整備されていると感じる市民の割合 - 53.3 58.6 52.7

26.8 30.0%以上

市民
ごみの減量に向けた分別やリサイクルが盛んであると感じる市民の
割合

- 69.6 69.4 65.1 69.2 75.0

統計 ごみの資源化率 26.0 - 28.5 27.9

1,933 796

統計 公共施設の除却、統合件数(累計) - 0 8 13 17 14

統計 長寿命化計画による管更生延長（ヒューム管・陶管） - 88 88 88

統計 橋梁長寿命化修繕計画による修繕箇所数（橋梁） - 16 17 18 19 18

統計 鉛製給水管の解消率 - 73.9 82.8 92.3 97.2 100.0

基本戦略 危機管理の強化と社会基盤の最適活用

重点プロジェクト 防災・減災の推進

施策 都市インフラの長寿命化・再構築と公共施設等の維持管理の最適化

目的
道路、橋梁、上下水道、ごみ処理施設、公共施設等の適切な維持管理による長寿命化と長期的視点に立った統廃合等の検討を進め、適切な管理運営
と施設配置を推進します。また、ごみの減量化やリサイクルを促進するとともに、民間が所有する空き家や空地の有効活用と都市基盤の集約化を進め
ます。

指標
単
位

基準値 達成値 目標値

H25 H26 H27 H28 H29 H29



４　施策の評価

　○　事中評価

(1)

(2)

(3)

　○　事後評価

(4)

所属 水道事業部上水道課 職名 課長 氏名 熊井孝浩

所属 水道事業部下水道課 職名 課長 氏名 保科正明

所属 水道事業部 職名 部長 氏名 島　徹評価者

役割分担の妥当性
・適正な施設管理・更新を行い、安心・安全な水道水の安定供給を図る。
・施設整備に多額の費用を要することから県を通じて国からの補助金の確保を図る。

施策指標の分析

・鉛製給水管解消事業は、一部平成３０年度に繰越しましたが事業完了となる。
・水道施設の適正な維持管理と計画的な整備を行っていく。
・補助事業の追加内示に応じ、事業を前倒しした結果、目標を上回る管更生を実施した。
・浄化センターでは、自家発電設備の更新が完了した。また、補助事業の追加内示に応じ玄関屋根等の改修工事に着手し、計画
よりも1年前倒して取り組むことができた。

作成者

作成者

評価視点 評価コメント

事業構成の適正性
・鉛製給水管解消事業は平成２９年度完了に向け着実に進捗を図る。東山水系水道システム再構築事業及び吉田地区配水施設
整備事業の進捗を図る。
・下水道施設で老朽化の著しい施設、設備を対象に改築・更新を実施し、延命化やLCCの削減を図る。

事業の重点化

・鉛製給水管の確実な解消と、東山水系水道システム再構築事業による東山水源のクリプトスポリジウム汚染の不安解消のため
事業の進捗を図る。
・塩尻市浄化センターは、供用開始から30年以上経過し各設備の老朽化が著しいため、平成２９年度は長寿命化事業により自家
発電設備受変電設備の改築・更新を行い施設の機能保全を図る。また、下水道長寿命化事業では、老朽化した管路施設を対象
に管更生工事を行い管路施設の延命化やLCCの低減を図るとともに事故防止、機能停止を図る。



平成２９年度　事務事業評価シート

○実施計画

送配水管布設 配水池築造 配水管布設

調査、設計業務 送水ポンプ場等築造

用地取得、補償

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 水道事業部上水道課 職名 技師 氏名 喜多　廉 連絡先（内線）

部課等 水道事業部上水道課 職名 課長 氏名 熊井　孝浩 連絡先（内線）

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

特になし。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）
システム再構築の進捗を図るため、計画額を要求する。

第1次評価コメント 要求どおり

最終評価者 1220

成果
東山水系水道システム再構築事業の進捗が図られた。

課題
平成31年度の事業完了に向け、配水管布設工事（2工区）が予定されており、地元調整を行いながら計画的に整備すること
が必要となる。

作成担当者 1216

第2次評価コメント -

区分 年間（4月～3月）

取組内容
平成28年度繰越分の送配水管布設工事、新設配水池の場内整備工事、西部配水池の配管更新工事を実施した。送水ポン
プ室建築工事及び送水ポンプ室内の電気計装設備工事は、平成30年度に繰越した。

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

C
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

4

高い 縮小 ⑥
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

やや
低い

やや
高い

高い 低い

3 4 1 2 ③

1

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ② ①

1 2 ③ 4 1 ② 現状維持 ③　レ ⑤　

低い

電気計装設備 1 0

送水ポンプ場築造 1 0 1

配水池築造 1 1 1

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

布設延長（ｍ） 1,000 1,177 1,000

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

1,105 1000

38,988

812

31,946 77,911 20,228

10,538

一般 0 特定 59,216 一般 0特定 43,296 一般 0 特定 77,911

　

（繰越分）配水管布設　　　　　　　　　　15,703

（繰越分）ポンプ室築造　　　　　　15,660

（繰越分）電気計装設備　 　　　　81,000

（千円） 43,296 決算額

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○東山配水池 ○東山配水池 ○東山配水池配水管

（千円） 77,911 決算額 （千円） 59,216決算額

小規模分散施設を統廃合し、水道システムの最適化、水質に不安のある東山水源を
廃止し、松塩水道用水の水系に切替える。

新/継 継続

意図： 水道水の安定供給、水道システムの最適化によるLCCの低減を図る。 区分 ハード

事務事業名 東山水系水道システム再構築事業　　※公営企業会計 担当課 上水道課

概要

対象： 上水道を使用する市民 体系 B-6-2-2

手段：



平成２９年度　事務事業評価シート

○実施計画

決算額 （千円） 決算額 決算額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 水道事業部上水道課 職名 主査 氏名 根橋　佳伸 連絡先（内線）

部課等 水道事業部上水道課 職名 課長 氏名 熊井　孝浩 連絡先（内線）最終評価者 1220

成果
機器の更新等により、給水停止等の発生リスクの低減が図られた。

課題
耐用年数の経過した機器の計画的な更新が必要となる。

作成担当者 1219

第2次評価コメント 要求どおり

区分 年間（4月～3月）

取組内容
耐用年数の経過した配水流量計、ろ過池電動弁等の更新とポンプ室送水管改良工事を行った。

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

更新計画以外で突発的に発生した不具合機器の更新が急遽必要となり事業費増となった。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）
計画の見直しを行い、施設の更新・新設を行なうために新年度予算の拡大が必要。

第1次評価コメント 要求どおり

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

C
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

④ 現状維持 ③ ⑤

④　レ ② ①効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

1 2 3

縮小 ⑥

1 ② 3 4 1 ② 3

妥当性 有効性

4

評価視点 今後の方向性

13施設の整備 4 6 7 3 5 7 3 13

特定 22,766 一般 一般 0

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

（千円） 66,598

財源

38,418 （千円） 22,766

0 特定 66,598特定 38,418 一般 0

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）
○床尾浄水場施設整備　○小曽部浄水
場施設整備　○東山地区施設整備　○塩
嶺地区施設整備　○上水道集中監視施
設整備　○流量計・水位計整備

○床尾浄水場施設整備　○小曽部浄水
場施設整備　○東山地区施設整備　○配
水池計装盤整備　○流量計・水位計整備

○床尾浄水場施設整備　○東山地区施
設整備　○小曽部浄水場施設整備　○流
量計・水位計整備○みどり湖中継ポンプ
室送水管改良工事

耐用年数を経過した施設の更新・新設を行う。 新/継 継続

意図： 水道水の安定供給を図るための事業である。 区分 ハード

事務事業名 浄水施設整備事業　　※公営企業会計 担当課 上水道課

概要

対象： 上水を使用する市民 体系 B-6-2-2

手段：



平成２９年度　事務事業評価シート

○実施計画

工事費 工事費

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等水道事業部上水道課 職名 主事 氏名 坂田　孝一 連絡先（内線）

部課等水道事業部上水道課 職名 課長 氏名 熊井　孝浩 連絡先（内線）最終評価者 1220

成果
目標件数683件に対して442件の鉛製給水管が解消され、安全でおいしい水の供給と有収率の向上が図られた。残りの
241件は、平成30年度に繰越した。

課題
引続き有収率の向上を図っていく必要がある。

作成担当者 1216

第2次評価コメント -

区分 年間（4月～3月）

取組内容
健康被害による不安の解消、漏水防止による有収率の向上のため、鉛製の給水管布設替を実施した。

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

労務単価上昇や施工箇所が点在してるため、工事費が増額している。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）
特になし。

第1次評価コメント -

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

D
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦　レ

縮小 ⑥
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

やや
高い

高い 低い

3 4 1 2 3 ④

高い

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ② ①

1 ② 3 4 1 ② 現状維持 ③ ⑤

低い
やや
低い

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

鉛製給水管解消率（％） 82.2% 82.8% 82.3% 90.3% 92.3% 91.1%

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

92.5% 97.2% 100%

109,864 126,589 63,083

一般 0 特定 63,083 一般 0特定 109,864 一般 特定 126,589

工事費

（繰越分）工事費　　　　　　　　　 41,569

（千円） 126,589 決算額 （千円） 63,083決算額 （千円） 109,864 決算額

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○鉛製給水管解消 ○鉛製給水管解消 ○鉛製給水管解消

計画的な鉛製給水管の解消を行う。 新/継 継続

意図： 健康被害の防止、不安の解消、漏水防止による有収率の向上に資する。 区分 ハード

事務事業名 鉛製給水管解消事業　　※公営企業会計 担当課 上水道課

概要

対象： 鉛製給水管を給水装置として使用している市民 体系 B-6-2-2

手段：



平成２９年度　事務事業評価シート

○実施計画

測量設計委託 送・配水管工事

用地費 配水池築造工事

管理施設建築工事

機械設備工事

電気設備工事

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等水道事業部上水道課 職名 技師 氏名 喜多　廉 連絡先（内線）

部課等水道事業部上水道課 職名 課長 氏名 熊井　孝浩 連絡先（内線）

松塩負担金

事務事業名 吉田地区配水施設整備事業　　※公営企業会計 担当課 上水道課

概要

対象： 上水道を使用する市民 体系 B-6-2-2

手段：

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○測量設計委託
○用地買収

○送・配水管工事
○配水池築造工事
○管理施設建築工事
○機械設備工事
○電気設備工事
○補償費　○負担金

上水道施設の新設 新/継 継続

意図： 水道水の安定供給を図る。 区分 ハード・ソフト

（千円） 69,581 決算額 （千円） 831,856決算額 （千円） 決算額

178,200

42,074

  

52,940 121,910

16,641 287,043

159,451

43,178

一般 0 特定 831,856 一般 0特定 一般 特定 69,581

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

施設の整備 1 1 1

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

1 1 1

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ② ①

1 ② 3 4 1 ② 現状維持 ③ ⑤　

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い

3 4 1 2 ③ 4

高い 縮小 ⑥
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新た

に生じた問題等
特になし。

新年度の予算要求
事項

（改革・改善案）
特になし。

第1次評価コメント -

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

D
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦　レ

最終評価者 1220

成果
セイコーエプソン㈱広丘事業所の給水量増量に対応することができた。

課題
今後は、吉田地区全体の更なるバックアップ体制を築くとともに、水系の見直し等機能強化が必要となる。

作成担当者 1216

第2次評価コメント -

区分 年間（4月～3月）

取組内容
配水池築造工事と関連する送配水管布設工事等を行った。



平成２９年度　事務事業評価シート

○実施計画

決算額 （千円） 決算額 決算額

深井戸ポンプ配管

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 水道事業部上水道課 職名 主査 氏名 根橋　佳伸 連絡先（内線）

部課等 水道事業部上水道課 職名 課長 氏名 熊井　孝浩 連絡先（内線）

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）
○三才山沢配水池施設整備 ○三才山沢配水池施設整備

耐用年数を経過した施設の更新・新設を行う。

事務事業名 三才山沢配水池施設整備事業　　※公営企業会計 担当課 上水道課

概要

対象： 上水を使用する市民 体系 B-6-2-2

手段： 新/継 継続

意図： 水道水の安定供給を図るための事業である。 区分 ハード

（千円） 1,598

1,598（繰越分）

財源

（千円） 0

0 特定 1,598

三才山沢深井戸掘削工事　45,360千円（繰越分）

（繰越分） 既設深井戸ポンプ更新    　　　　 5,670

三才山沢深井戸ポンプ工事24,300千円

特定 一般 特定 0 一般 一般 0

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

1

三才山沢深井戸ポンプ工事 0

0 1

三才山沢深井戸掘削工事 0 0 1 1

評価視点 今後の方向性

0 1 1 1

既設深井戸ポンプ更新

1 ② 3 4 1 ② 3

妥当性 有効性

4 4 現状維持 ③ ⑤　

④ ② ①効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

1 2 ③

縮小 ⑥
やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

新設深井戸用水に濁りが発生しているため、現在、深井戸の洗浄揚水を実施中。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）
今年度事業完了によりなし。

第1次評価コメント -

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

D
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦　レ

最終評価者 1220

成果
新たな深井戸掘削により、水道水の安定供給が図られた。

課題
深井戸水源の適正な管理が必要となる。

作成担当者 1219

第2次評価コメント -

区分 年間（4月～3月）

取組内容
新たな深井戸掘削とポンプ設置、配管を行った。既設深井戸ポンプの更新は、平成30年度に繰越した。



平成２９年度　事務事業評価シート

○実施計画

長寿命化実施設計 長寿命化工事

長寿命化工事

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 水道事業部下水道課 職名 係長 氏名 上野　晃 連絡先（内線）

部課等 水道事業部下水道課 職名 課長 氏名 保科　正明 連絡先（内線）

成果 自家発電設備については完了した。受変電設備工事のうち一部の機械設備が繰越となった。

課題
第1期塩尻市浄化センター長寿命化事業（H25年度～H30年度）が平成30年度に終了するに伴い、次期事業であるストック
マネジメント計画への移行を停滞なく実施する必要がある。

作成担当者 5501

最終評価者 1230

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）
追加する工事は2箇年の債務負担行為の事業であるため、補助金を最優先で確保する必要がある。

第1次評価コメント 要求どおり

第2次評価コメント -

区分 年間（4月～3月）

取組内容 受変電設備・自家発電設備等の更新工事を平成28年度に引き続き実施した。

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

B
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

補助金の増額により、平成30年度に施工予定であった機械棟耐震化等の工事が実施できる見込であり、前倒し
して実施するため補正予算で対応する必要がある。

⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小低い
やや
低い

やや
高い

高い

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ② ①

1 2 3 ④ 1 ② 3 4

中間値
（事中評価）

長寿命化事業進捗率（％） 33.3 32.2 33.3 48.7 100

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値
評価指標

H27

81.7

0 特定 246,100 一般 0

（繰越分）長寿命化工事　140,000千円

1 ② 3 4 現状維持 ③　レ ⑤

264,870

50.6 53.8 81.7

一般 0 特定 一般

（繰越分）長寿命化工事　40,000千円

217,000

H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

217,000

受変電・自家発電設備・監視制御設備

年度別
事業内容

長寿命化実施設計
○管理棟・機械棟改修（建築・建築機
械・建築電気）
○沈砂池・ポンプゲート類
○受変電・自家発電設備長寿命化工事
○汚泥脱水機設備（№1脱水機更新、
№3№4貯留槽防食塗装・攪拌機更新
他）

長寿命化工事
○消化災害防止設備
○管理棟・機械棟（建築・建築電気）
○機械棟耐震補強
○沈砂池ポンプゲート設備
○自家発電設備
○その他
○受変電設備・監視制御装置

長寿命化工事
 ○消化災害防止設備
 ○管理棟・機械棟（建築・建築電気）
 ○機械棟耐震補強
○受変電・自家発電設備
○監視制御装置

12,870 217,000 246,100

財源

決算額 （千円） 264,870 決算額 （千円） 決算額 （千円） 246,100

252,000

特定

事務事業名 塩尻市浄化センター第1期長寿命化事業　　※公営企業会計 担当課 下水道課

対象： 下水道を使用する市民 体系 B-6-2-2

手段：概要

意図：

施設の長寿命化に基づき、機械設備等の更新を行う。 新/継 継続

機能停止などの未然防止による処理機能の保全、施設の延命化・LCCの低減を図る。区分 ハード



平成２９年度　事務事業評価シート

○実施計画

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 水道事業部下水道課 職名 課長補佐 氏名 明間　健一 連絡先（内線）

部課等 水道事業部下水道課 職名 課長 氏名 保科　正明 連絡先（内線）

年度別
事業内容

水処理センター委託料
○脱水機工事　１式

水処理センター委託料
○脱水機工事　１式
○施設長寿命化工事　１式
○施設耐震補強工事　１式

事務事業名 小野特環公共下水道長寿命化事業　　※公営企業会計 担当課 下水道課

概要

対象： 下水道を使用する市民 体系 B-6-2-2

手段：

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

施設の長寿命化に基づき、機械設備等の更新を行う。 新/継 継続

意図：
機能停止などの未然防止による処理機能の保全、施設の延命化・LCCの低減を図
る。

区分 ハード

（千円） 11,664 決算額 （千円）

財源

決算額 （千円） 決算額

特定 一般

11,664 38,386

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

一般 0

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

特定 11,664 一般 0 特定

16 16 69 69長寿命化事業進捗率（％） 0 16

評価視点 今後の方向性

③　レ ⑤　

④ ② ①

1 2 ③ 4 1 ② 3

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

4 1 2 ③

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

4 現状維持

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

C
皆減

総合評価判定 総合評価

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い

縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

縮小 ⑥

休廃止 ⑦

最終評価者 1230

38,386

38,386

成果 定置式脱水機が平成30年２月に竣工し、稼動を開始した。

課題
安定的に汚水処理を継続するために、今後も、安定的に財源を確保の上、機械電気設備を中心に長寿命化事業を継続す
る必要がある。

作成担当者 1234

第2次評価コメント -

区分 年間（4月～3月）

取組内容 汚泥処理過程において、移動式脱水車の老朽化に伴い、定置式脱水機の建設を行った。

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

小規模な処理場工事の事業費が増加傾向にある。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）
小野特環に関する覚書に基づき辰野町と協調し、計画に沿って施設の更新・新設を進めていく。

第1次評価コメント 要求どおり



平成２９年度　事務事業評価シート

○実施計画

決算額 決算額 決算額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 水道事業部下水道課 職名 主事 氏名 遠藤　大珠 連絡先（内線）

部課等 水道事業部下水道課 職名 課長 氏名 保科　正明 連絡先（内線）最終評価者 1230

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

A
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

なし

成果
幹線管路、避難所からの汚水を受ける管路等を管更生によって長寿命化を図ることにより、ライフサイクルコストの低減や管
路破損に起因する道路陥没による公衆災害を防止することができた。

第2次評価コメント -

取組内容 L=1,845ｍの管更生工事が竣工した。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

補助金の内示率が年度によって大きく変わり、計画通りの事業の進捗が困難であるため、補助金確保のため県
を通じて国に対して事業の必要性を強く働きかける必要がある。

課題 社会資本整備総合交付金の内示の状況により、事業の進捗が大きく左右されてしまう。

第1次評価コメント 要求どおり

区分 年間（4月～3月）

作成担当者 1235

縮小

2 3 ④ 1 2

やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

③1

②

評価視点 今後の方向性

③ 4 現状維持

①

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

⑤　レ

拡充 ④妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

1 2 ③ 4

⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

低い
やや
高い

高い

1,110

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

57,413

6,696 調査・設計業務 調査業務 497

管更生工事延長（ｍ） 0 0 0 0 0 560 1,089 1,845

0

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

長寿命化工事
○マンホール鉄蓋交換工事
　 N=５０基
○管更生工事実施設計
　L=580ｍ

長寿命化工事
○管更生工事   L=560ｍ
○管更生工事実施設計　L=760m

長寿命化工事
○マンホール鉄蓋交換工事
　 Ｎ=3基
○管更生工事 　L=550m

（千円）（千円）

財源

長寿命化工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　○マンホール鉄蓋交換工事　N=50基　　　　○管更正工事　L=580ｍ

調査・設計業務

特定 6,992 一般 一般 特定

（千円）

296 長寿命化工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　○マンホール鉄蓋交換工事　N=50基　　　　○管更正工事　L=580ｍ長寿命化工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　○マンホール鉄蓋交換工事　N=50基　　　　○管更正工事　L=580ｍ

6,992

事務事業名 下水道長寿命化事業(管路施設長寿命化第２期)　※公営企業会計 担当課 下水道課

概要

対象： 下水道を使用する市民 体系 B-6-2-2

手段：

57,910

57,910

老朽化した管路施設等の管更正等による事故防止・機能停止の未然防止を図るとと
もに施設の延命化を図る。

新/継 継続

意図： 下水道管路施設等の事故防止、施設の延命化・LCCの低減 区分 ハード

8,659

8,659

08,659

（繰越分）長寿命化工事　63,542千円

一般 00 特定



平成２９年度　事務事業評価シート

○実施計画

汚水支線工事 汚水支線工事 汚水支線工事

汚水桝設置工事 汚水桝設置工事 汚水桝設置工事

私設ポンプ補助 私設ポンプ補助 私設ポンプ補助

汚水支線敷設替工事 汚水支線敷設替工事 汚水支線設計(駅北関連)

（繰越分）汚水支線工事　9,655千円

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 水道事業部下水道課 職名 主事 氏名 遠藤　大珠 連絡先（内線）

部課等 水道事業部下水道課 職名 課長 氏名 保科　正明 連絡先（内線）

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新た

に生じた問題等

塩尻駅北区画整理事業、EPSON新工場建設、九里巾交差点改良事業の熟度の高まりにより、下水道課で整備
すべき管路が明確になったため、事業主体と協調して汚水管整備を行なう必要がある。

最終評価者 1230

新年度の予算要求
事項

（改革・改善案）
区画整理等、他事業のスケジュールにあわせ多額の事業費確保が必要。

第1次評価コメント 広丘東通線（高出地区）については、都市計画道路整備事業の進捗状況に合わせて実施すること。

区分 年間（4月～3月）

課題
塩尻駅北区画整理事業、電線共同溝事業、九里巾交差点改良事業が工事着手したことから、引き続き、事業主体と協調して
汚水管整備を行う必要がある。

作成担当者 1235

第2次評価コメント -

取組内容
家屋新築に伴う汚水支線整備、汚水桝設置を行い、下水道の普及促進を図る。また、電線共同溝工事、塩尻駅北土地区画
整理等の他事業に関連する汚水管路工事及び実施設計を実施した。

成果
汚水支線を733.1ｍ、汚水桝を53箇所新設し、下水道の普及促進を図った。また、他事業に関連し、汚水桝移設を12箇所、汚
水支線実施設計を約4km実施した。

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

C
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小 ⑥

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

1 2 3 ④ 1 ② 3 4 1 2 ③ 4

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い

要望に対する汚水管等整備率（％） 22 19 45 24 76 73 26 113

汚水管敷設替延長（ｍ） 0 0 320 176

年度別
事業内容

○汚水支線工事　Ｌ＝１４０ｍ
○汚水桝設置工事　２５ケ所
○私設ポンプ補助　　２ケ所
○汚水支線敷設替工事（太田　汚水支線）
　対象延長Ｌ＝３２０ｍ

○汚水支線工事　Ｌ＝１４０ｍ
○汚水桝設置工事　２５ケ所
○私設ポンプ補助　　２ケ所
○汚水支線敷設替工事（高出　汚水支線）
　対象延長Ｌ＝１００ｍ

○汚水支線工事　Ｌ＝１４０ｍ
○汚水桝設置工事　２５ケ所
○私設ポンプ補助　　２ケ所
○汚水支線敷設替工事（高出　汚水支線）
　対象延長Ｌ＝１００ｍ
○汚水支線工事(EPSON関連)　L=200m
○汚水支線設計(駅北関連)　L=3,000m
○汚水桝移設工事(電線共同溝関連)N=20
箇所

財源

決算額 （千円） 31,910 決算額 （千円） 96,092 決算額 （千円） 77,577

0 68,451 19,062

汚水桝移設工事(電線共同溝関連) 8,327

特定 77,577 一般 0

①

③ ⑤

拡充 ④　レ ②

現状維持

評価視点 今後の方向性

評価指標
H27 H28 H29

特定 31,910 一般 0 特定 96,092 一般 0

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

100

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次）

564

16,372 12,895

14,974 13,932

平成29年度（3年次）

33,101

15,981

814 1,106

(繰越分)汚水支線工事(EPSON関連)　39,172千円

(繰越分)汚水支線工事　24,116千円

291 420 291 291 520

事務事業名 公共下水道汚水管路整備事業　※公営企業会計 担当課 下水道課

概要

対象： 下水道を使用する市民 体系 Ｂ-6-2-2

手段： 下水道未整備区域の汚水管等の下水道施設整備及び整備済区域の改修を行う。 新/継 継続

意図： 公共水域の水質保全と、衛生的で快適な生活環境を図る。 区分 ハード



平成２９年度　事務事業評価シート

○実施計画

塩尻市浄化センター 塩尻市浄化センター 塩尻市浄化センター

楢川浄化センター 楢川浄化センター 楢川浄化センター

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 水道事業部下水道課 職名 係長 氏名 上野　晃 連絡先（内線）

部課等 水道事業部下水道課 職名 課長 氏名 保科　正明 連絡先（内線）

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

C
皆減 縮小

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

課題
水処理設備、汚泥処理設備等、施設の老朽化が進んでいる。今後も適切な施設状態を維持するため、ストックマネジメント
計画等の他事業とも調整し随時計画の見直しを行い、安定した汚水処理を行なう必要がある。

作成担当者 5501

最終評価者 1230

現状維持 拡大

コスト投入の方向性

第1次評価コメント -

第2次評価コメント -

区分 年間（4月～3月）

取組内容
塩尻市浄化センターでは、№2常圧浮上濃縮機、し渣分離脱水機等の改修工事を実施した。また、楢川浄化センターでは№
1-1曝気装置等を改修した。

成果 計画的に修繕を実施することで安定した水処理・汚泥処理が維持できた。

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新た

に生じた問題等
なし

新年度の予算要求
事項

（改革・改善案）
適正な維持管理を行なうため、修繕計画を随時見直していく。

4

高い 縮小 ⑥
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

やや
低い

やや
高い

高い 低い

3 4 1 2 ③

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ② ①　レ

1 ② 3 4 1 ② 現状維持 ③ ⑤

低い

89.4 101.2 100終末処理施設事業進捗率（％） 30.5 24.5 30.5 63.2 63.8 64.3

評価指標
H27 H28

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

特定 66,790 一般

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

H29

61,316

2,762 6,772 5,474

（千円） 70,208 決算額 （千円） 66,790

財源

決算額 （千円） 43,882 決算額

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次）

特定 43,882 一般 0 特定 70,208 一般

塩尻市浄化センター
○電気設備
○水処理設備
○汚泥処理設備
○小破修理
楢川浄化センター
○機械設備

41,120 63,436

平成29年度（3年次）

塩尻市浄化センター
○電気設備
○主ポンプ設備
○沈砂池設備
○汚泥処理設備
○小破修理
楢川浄化センター
○機械設備

電気設備及び、機械設備の部品交換工事 新/継 継続

意図： 機能停止や事故などの未然防止 区分 ハード

塩尻市浄化センター
○電気設備
○水処理設備
○汚泥処理設備
○小破修理
楢川浄化センター
○機械設備

事務事業名 終末処理施設改修事業　※公営企業会計 担当課 下水道課

概要

対象： 下水道を使用する市民 体系 B-6-2-2

手段：



平成２９年度　事務事業評価シート

○実施計画

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 水道事業部下水道課 職名 主事 氏名 遠藤　大珠 連絡先（内線）

部課等 水道事業部下水道課 職名 課長 氏名 保科　正明 連絡先（内線）

課題 補助対象者の申請に基づく事業であるため、計画的な事業の推進が難しい。

第1次評価コメント -

第2次評価コメント -

区分 年間（4月～3月）

取組内容 公共下水道や農業集落排水区域外の居住者からの申請がなく、補助を行なわなかった。

成果 申請者なし。

作成担当者 1235

最終評価者 1230

決算額

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新た

に生じた問題等
申請に基づく事業であることから、合併浄化槽の設置予定基数、人槽の把握が難しく計画的な整備が困難。

新年度の予算要求
事項

（改革・改善案）

当初設置予定基数より設置基数が増えた場合、また、当初予定していた人槽より規模の大きい浄化槽設置の申
請があった場合等、当初予算内での対応が困難になった場合は補正予算にて対応が必要。

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ａ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

縮小 ⑥
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

やや
高い

高い 低い

③ 4 1 2 ③ 4

高い

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ② ①

1 2 ③ 4 1 2 現状維持 ③ ⑤　レ

低い
やや
低い

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

合併処理浄化槽設置基数(基) 1 3 4 3 3 3

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

0 0 3

特定 0 一般 0特定 893 一般 3,398 特定 一般 2123

3,935 3,039 0

決算額 （千円）

財源

（千円） 決算額 （千円）

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次）

916

平成29年度（3年次）
○合併処理浄化槽設置費補助 ○合併処理浄化槽設置費補助 ○合併処理浄化槽設置費補助

公共用水域の水質保全を図り、衛生的で快適な生活環境を創出するという課題があ
るので、合併処理浄化槽の整備を行う。

新/継 継続

意図： 公共用水域の水質保全と、衛生的で快適な生活環境を図る。 区分 ソフト

事務事業名 合併処理浄化槽設置事業 担当課 下水道課

概要

対象： 合併処理浄化槽を必要とする市民 体系 Ｂ-6-2-2

手段：



平成２９年度　施策評価シート

１　施策の位置付け

B

6

3

２　施策の指標における成果

％

％

円

％

％

％

％

３　施策を構成する事務事業の評価（取り組み別）

1

2

3

４　施策の評価

　○　事中評価

(1)

(2)

(3)

　○　事後評価

(4)

所属 水道事業部経営管理課 職名 課長 氏名 野口昌和

所属 水道事業部下水道課 職名 課長 氏名 保科正明

所属 水道事業部 職名 部長 氏名 島　徹評価者

事業の重点化
・水道料金等賦課収納業務を民間委託し、総合文化センター内へ「塩尻市水道お客様センター」を開設した。また、衛生センター
の施設管理業務の民間委託を継続している。

役割分担の妥当性
・上下水道事業においては、技術職員の退職等により技術力の確保が困難となりつつあることから、民間業者を積極的に活用し
技術力を確保することが必要となっている。将来的には、上下水道事業の施設管理や運転管理などの業務全般を包括して委託
することによる効率的な事業運営を目指していく。

施策指標の分析
・衛生ｾﾝﾀｰの運転維持管理業務の継続により効率的なし尿処理を行うことができた。
・水道料金等賦課徴収業務の民間委託を行うことができた。

⑤

評価視点 評価コメント

事業構成の適正性
・平成２９年度は、民間が持つノウハウを積極的に活用し、使用者サービス向上と業務の効率化、併せて適正な人員配置の実
現に向けて、料金等賦課徴収業務の委託を開始した。また、衛生センターの施設管理業務を引続き民間へ委託する。

し尿処理施設管理費 下水道課 29,054 10,291 10,291 ○ 維持 維持

作成者

作成者

浄水施設管理委託事業　※ 上水道課 0 - - - -

水道料金等賦課徴収業務委託事業　※ 経営管理課 11,020 109,004 ◎ 維持 維持 ⑤

手段
職員としての資質向上と、評価制度の改善により質の高い行政サービスの確保を図ります。また、適正な定員管理と人員配置に努めるとともに、民間
活力を導入して行政サービスの維持、効率化を目指します。

番号
施策を構成する事務事業名
　※公営企業会計事業

担当課
事業費

重点化
方向性

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

96.93 95.50

その他
成果

取り組み③ 職員の育成と人員配置の適正化

統計 市税の収納率 95.35 ― 96.51 96.73

38.3 100%以内

統計 実質公債費比率 7.4 ― 7.2 7.3 7.2 12.5%以内

統計 将来負担比率 49.9 ― 43.7 41.8

10億5,342万円 11億5,800万円

統計 第五次総合計画施策指標の達成率 ― 0 ― - - 100

統計 嘱託員に係る人件費（報酬総額） ― 12億4,100万円 10億2,454万円10億3,355万円

市民 職員の対応に好感を持つことができると感じる市民の割合 ― 53.8 58.6 56.2 58.8 58.0

市民 市民による行政サービスの満足度（窓口対応） ― 81.6 74.0 80.0 - 86.0

基本戦略 住みよい持続可能な地域の創造

重点プロジェクト 危機管理の強化と社会基盤の最適活用

施策 行政機能の効率化の検討

目的
本戦略の適正な進捗管理を行うとともに、職員の政策立案能力の向上等の人材育成、アウトソーシングも含めた適正な定員管理と人員配置、持続可
能な財政運営等を進めることで、効率的、効果的な行政経営を推進します。

指標
単
位

基準値 達成値 目標値

H25 H26 H27 H28 H29 H29



平成２９年度　事務事業評価シート

○実施計画

○評価指標

仕様書の作成

○事中評価

○事後評価

部課等 水道事業部経営管理課 職名 総務係長 氏名 青木　大忠 連絡先（内線）

部課等 水道事業部経営管理課 職名 課長 氏名 野口　昌和 連絡先（内線）

事務事業名 水道料金等賦課徴収業務委託事業　　※公営企業会計 担当課 経営管理課

概要

対象： 上・下水道を使用する市民 体系 B-6-3-3

手段：

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○委託業務内容の精査
○事務所の場所の選定
○プロポーザル公募要領作成
○審査基準作成

○プロポ－ザル実施
○仮契約
○新事務所改修設計・工事
○業務移行準備　（平成28年10月～29
年3月）

○本稼働
　（民間委託開始）

委託業務内容を精査し、プロポーザル方式により業者を選定し、引継ぎ期間を設けス
ムーズな業務移行を行う。

新/継 継続

意図： 専門性による事務効率の向上と良質な市民サービスを提供する。 区分 ソフト

8,801 決算額 （千円） 109,004

新事務所改修設計管理 885

財源

決算額 （千円） 決算額 （千円）

新事務所改修工事 7,916 業務委託料 109,004

特定 一般 特定 8,801 一般 特定 109,004 一般

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

1 1

1

事務所改修工事 0 1

プローポーザルの実施 1

1

49.34

評価視点 今後の方向性

94.65 98.06 98.01

３事業会計の平均収納率（％）過年度分

３事業会計の平均収納率（％）現年度分

47.3 50.23

1 2 3 ④ 1 2 ③

妥当性 有効性

4 4 現状維持 ③ ⑤　レ

④ ② ①効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

1 2 ③

縮小 ⑥
やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新た
に生じた問題等

平成29年6月1日からの郵便料金の改定に伴い、委託料の一部を変更する必要が生じた。
また、お客さまセンターの入口が吹き溜まりになり、下から隙間風が入るため、風除室等の設置の検討が必要と
なった。

新年度の予算要求
事項

（改革・改善案）

郵便料金の改定分を9月補正により対応するとともに、新年度に追加計上の必要がある。
また、貸与している上下水道料金システム及び財務会計システムと関連する周辺機器が今年度に５年を経過する
ことから、システムの更新等が必要となっているため、予算を要求していく。

第1次評価コメント 適正な経費や人員体制となるよう、初年度の取り組みを十分検証すること。

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ａ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

最終評価者 1210

成果
　営業時間の延長や土曜開庁による利用者が年間１，０３５人あり、サービスの向上につながった。民間ノウハウを活用した
滞納整理の強化などにより目標値を上回ることができた。また、業務担当職員を委託前の１３人から１１人削減し組織のスリ
ム化を図ることができた。

課題
　更なる収納率の向上、市民サービスの向上を目指し、法令順守や悪質な滞納を許さない厳格な対応や公平、平等な業務と
なるよう、業者への指導、監督を行うとともに、法的措置等の対応ができる職員体制が必要である。

作成担当者 1222

第2次評価コメント １次評価どおり

区分 年間（4月～3月）

取組内容
　平成２８年１０月に業者と契約を結び半年間の移行期間を経て、平成２９年４月より受付・検針・水道料金賦課徴収・閉開
栓・滞納整理・水道メーター管理等業務の民間委託を行った。



平成２９年度　事務事業評価シート

○実施計画

決算額 決算額

（嘱託員対応継続） 運転維持管理業務委託料 運転維持管理業務委託料

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 水道事業部下水道課 職名 担当係長 氏名 宮本　貴章 連絡先（内線）

部課等 水道事業部下水道課 職名 課長 氏名 保科　正明 連絡先（内線）最終評価者 1230

成果 民間技術の導入による安定した運転維持管理の継続ができた。

課題 運転管理業務のモニタリングを行える体制を整える必要がある。

作成担当者 1234

第2次評価コメント -

区分 年間（4月～3月）

取組内容 衛生センター運転維持管理業務を継続して実施した。

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

なし

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）
なし

第1次評価コメント 引き続き適正な維持管理に努めること。

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ａ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

4 現状維持 ③ ⑤　レ

④ ② ①効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

1 2 ③

縮小 ⑥

1 2 ③ 4 1 2 ③

妥当性 有効性

4

評価視点 今後の方向性

100 100 100 100委託事業実施率（％） 0 0 0 100 100

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

26,477 特定 0 一般 10,291 特定

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

0 一般 10,291

財源

決算額 （千円） 29,054

29,054

特定 2,577 一般

10,291 10,291

（千円） 10,291 （千円） 10,291

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○衛生センターの維持管理 ○衛生センターの維持管理業務の委
託

○衛生センターの維持管理業務の委
託

塩尻市衛生センターの適切な維持管理のために機械設備の点検、修繕を実施し、運
転・管理業務の委託を行う。

新/継 継続

意図： 公衆衛生の向上、公共用水域の水質の保全を図る事業である。 区分 ハード

事務事業名 し尿処理施設管理費 担当課 下水道課

概要

対象： し尿処理施設を必要とする市民 体系 B-6-3-3

手段：


